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１. EUのエネルギー輸入相手国と中東依存度 

2 月 28 日に始まった米国とイスラエルによるイランへの大規模軍事攻撃により中東

情勢は緊迫し、ホルムズ海峡が実質的に封鎖されたことからエネルギー供給に支障が生

じている。3月 2日にはカタールの国営エネルギー会社が、液化天然ガス（LNG）施設

が軍事攻撃を受けたとして生産停止を発表している。 

欧州連合（EU）全体では、エネルギーの中東依存度は相対的に低い。石油・石油製品

の輸入全体に占める割合が最も大きい中東の国はサウジアラビアで 6.5％、天然ガスは

主にカタールからの LNG 輸入であり 8.9％を占める（第 1 図）。なお、EU は 2012 年 7

月以降、核開発問題を巡る対イラン制裁により同国産原油の輸入を禁止している。 

 

第 1図：EUのエネルギー輸入相手国のシェア（2025年） 

   

（資料）Eurostat統計より国際通貨研究所作成 
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カタール産 LNG に最も依存しているのがイタリアであり、同国の LNG 輸入の 3 割

を占める。イタリアは 2022 年のエネルギー危機に対して、アルジェリアやアンゴラ等

を代替調達先とするなど多様化を図ってきたが、足許ではメローニ首相がアルジェリア

の大統領と会談して、アルジェリアからの代替調達を目指している1。 

このように中東依存度は低いものの、懸念されているのは天然ガス在庫である。EU

のガス在庫の貯蔵率は足許で 28％と平年より低い水準にとどまっている。EU は毎冬

90％の貯蔵目標を設定（後述）しているが、中東情勢の緊迫化を受けた供給制約により、

来冬の在庫積み増しへの影響が懸念されている。欧州委員会は 3 月 23 日、加盟国に対

して来冬へ向けてガス貯蔵の備えを始めるよう呼びかけ、80％への目標引き下げを可能

とする柔軟性条項も活用できるとしている2。 

 

２．2022年のエネルギー危機への対応と脱ロシア依存の現状 

2022 年 2 月に始まったロシアによるウクライナ侵攻はエネルギー価格の高騰をもた

らし、エネルギー輸入の大半をロシアに依存していたEUにとって大きな打撃となった。 

EUは 2022年 3月、天然ガス、原油、石炭のロシアからの輸入を可能な限り早く段階

的に廃止することで合意した。エネルギーの脱ロシア依存とクリーンエネルギーへの移

行を目指す「REPowerEU」計画（2022 年 5 月発表）に沿って、①エネルギーの脱ロシ

ア依存と輸入の多様化、②ガス需要抑制策：自主的なガス消費 15％（過去 5年平均比）

削減策。→EUは 2022年 8月から 2025年 1月の間に 17％のガス消費削減、③ガス貯蔵

義務（90％）による冬季のガス供給確保→2025 年末までの予定だったが、2027 年末ま

で延長（2025 年 7月）、④再エネ利用の加速等を進めてきた。 

 

ロシアからの石炭輸入は 2022 年 8 月から禁止となっているが、その他のエネルギー

輸入は完全な禁止には至っていない。2022年 12月からロシア産原油の海上輸入禁止措

置、2023 年 2 月からは精製石油製品の禁輸措置が実施されているが、現在もハンガリ

ーとスロバキアがパイプライン経由で輸入している。天然ガスは、ロシアからの輸入の

割合は 2021 年の 45％から 2025年には 13％に減少したものの、輸入は続いている。 

2025年 5月、欧州委員会はロシア依存からの完全な脱却に向けて、ロシアのガス、石

油、原子力エネルギーの輸入を段階的に廃止する REPowerEUロードマップを発表した。

これに基づき、欧州理事会は 2026年 1月、天然ガスについて以下の規則を採択した： 

✓ 短期契約については、LNGは 2026 年 4月 25日から、パイプラインガスは 2026 年

6月 17日から禁止措置適用。 

 
1 Financial Times, “Italian PM Giorgia Meloni looks for gas supplies in Algeria”, 25 March 2026 

(https://www.ft.com/content/61ac03a0-83b9-4f02-99cd-b2a19885450d?syn-25a6b1a6=1) 
2 European Commission, “Commission calls on EU countries to start preparing for winter amid Middle East energy 

disruption”, 23 March 2026 (https://energy.ec.europa.eu/news/commission-calls-eu-countries-start-preparing-winter-

amid-middle-east-energy-disruption-2026-03-23_en) 

https://www.ft.com/content/61ac03a0-83b9-4f02-99cd-b2a19885450d?syn-25a6b1a6=1
https://energy.ec.europa.eu/news/commission-calls-eu-countries-start-preparing-winter-amid-middle-east-energy-disruption-2026-03-23_en
https://energy.ec.europa.eu/news/commission-calls-eu-countries-start-preparing-winter-amid-middle-east-energy-disruption-2026-03-23_en
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✓ 長期契約については、LNGは 2027 年 1月 1日から禁止が適用され、パイプライン

ガスについては 2027年 9月 30日から（冬季の貯蔵目標が達成されない場合は 2027

年 11月 1日から）禁止措置適用。 

他方、石油輸入の完全な禁止は決まっていない。欧州委員会は、2027年末までにロシ

アからの残りの石油輸入をすべて段階的に禁止するとして、立法案を 2026 年初めに提

出する方針だったが、提出日は予定の 4 月 15 日から延期された。中東情勢を踏まえた

ものとみられるが、提出方針に変更はないと伝えられている3。 

加盟国は調達先の多様化を進めた結果、エネルギー輸入に占めるロシアの割合が低下

した代わりに、米国やノルウェー、アルジェリア等の割合が高くなっている（第 1表）。

輸入に占めるロシアと米国の割合を比べると、ロシア産の減少と米国産の増加が顕著で

ある（第 2図） 

 

第 1表：独仏伊の石油・石油製品と天然ガス輸入相手国 

  

（資料）Eurostat統計より国際通貨研究所作成 

 

第 2図：EUのエネルギー輸入に占める米国とロシアの割合 
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(https://www.reuters.com/business/eu-delays-april-15-proposal-permanently-ban-russian-oil-imports-2026-03-24/) 
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また、EU主要国の電源構成は、脱炭素政策の推進と 2022年のエネルギー危機により

大きく変化し、再生可能エネルギーの割合が増加している。（第 3図） 

 

第 3図：EU主要国の電源構成 

 
 

３．EUはエネルギーの自立とコスト引き下げに向けた政策パッケージ発表、足許の価
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供するとともに産業競争力を強化し、エネルギー安全保障を強化することができる、と

している。 

また、欧州委員会のフォンデアライエン委員長は同日の講演で、「1990 年に欧州の電

力供給の３分の１が原子力だったが、現在は約 15％に過ぎない。この原子力の割合低

下は選択したものだが、信頼性が高く手頃な低排出電力源に背を向けたのは戦略的な誤

りだった」と発言している4。そして、今後は原子力と再生可能エネルギーは重要な役割

を果たし、両者が組み合わさることによって最も強力になると述べている。 

このように EUとしては原子力を推進する方針だが、各国の原子力利用の立ち位置は

大きく異なっている。フランスは原子力発電が大半だが、ドイツは 2023 年に原発稼働

を停止している。イタリアは 1990年に原発の稼働を停止したが、2022年の総選挙でメ

ローニ首相が属した右派連合は公約で「原子力発電利用の再評価」を掲げており、メロ

ーニ政権は原子力発電の再開を検討していると伝えられている。 

3月 19 日開催の EU首脳会議では、足許のエネルギー価格高騰への対応策として、タ

ーゲットを絞った一時的措置や、電力価格の過度な変動への対応、排出権取引制度の見

直し等で合意している。 

 

４．おわりに 

EU にとっての重要課題である脱炭素、エネルギー安全保障、競争力強化のいずれに

も欠かせないのがエネルギー政策である。2022 年のエネルギー危機に続き、今般の中

東情勢の緊迫は、エネルギーを国外に頼らずに自給自足する重要性を改めて認識させた。

EU は今後もより一層、自国産エネルギーとして再エネや原子力利用の推進を加速させ

るとみられるが、原子力利用については国によって方針の違いが大きいことから議論が

続くであろう。 

足許では国外にエネルギー供給を頼らざるを得ない状況下で、脆弱性を抱えている。

ロシアからの LNG 輸入の短期契約分は 4 月 25 日から輸入禁止が決まっているが、代

替調達の状況次第では延期の可能性も考えられる。また、エネルギーの脱ロシア依存の

一方で米国への依存が高まっているが、EU と米国が様々な価値観で対立していること

を踏まえると、過度に米国へ依存することは回避するとみられる。米国依存を増やさな

い点からも EUは自国産エネルギー推進を加速すると思われる。 

 

以 上 

 

 

 

 
4 European Commission, “Speech by President von der Leyen at the Nuclear Energy Summit”, 10 March 2026 

(https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/speech_26_581) 

https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/speech_26_581
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